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研究要旨 
【研究目的】精神病床への入院患者数に着目し、病院報告、匿名医療保険等関連情報デ

ータベース（NDB）に基づく精神保健福祉資料、630調査、患者調査の4つの調査間で

比較することを目的とした。 

【研究方法】各調査から全国の精神病床入院患者数に関する指標を取得した。病院報

告、NDB、630調査については、都道府県別の患者数と人口推計の総人口を基に、人口

10万人あたりの精神病床入院受療率を算出した。患者調査については、公表されてい

る都道府県別の精神病床入院受療率を用いた。また、各調査の調査時点、標本抽出、

患者数の定義、および主な誤差要因を整理した。 

【結果及び考察】2023年の患者数は、病院報告で261,078人、NDBで258,953人、630調査

で256,309人、患者調査で255,300人であった。病院報告と NDB の月次値の差は、2013

年4月の7,852人から2024年4月の595人に縮小した。都道府県別の入院受療率では、病

院報告との差分が最も小さい調査は NDB であった。一方、患者調査では一部の都道府

県において病院報告との差が大きく、標本抽出および推計過程に伴う不確実性が影響

している可能性がある。 

【結論】精神病床への入院患者数に関する指標は、調査間で一定の差が認められた。全

国および都道府県別の精神病床入院患者数を把握するうえでは、病院報告が安定した

基礎資料となる。一方で、都道府県単位で年齢別の入院受療率等を把握する場合に

は、病院報告では詳細な層別情報が限られるため、NDBの活用が有用であると考えら

れる。

A．研究目的 

精神保健医療福祉のモニタリングを行う

ために、様々な調査結果を利用できる。し

かし、これまでの研究では、調査間の比較

検討が十分に行われていなかった。そこで、

本研究では、精神病床への入院患者数に着

目して、4つの調査間で比較することを目

的とした。

B．研究方法 

病院報告1) 

2013年から2024年の病院報告のデータ

を基に、全国の年次精神病床1日平均在院

患者数（全国編第1表）と全国の月次精神
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病床1日平均在院患者数（全国編第9表）の

値を取得した。また、2023年の都道府県別

の精神病床1日平均在院患者数（都道府県

編第1表）と人口推計の総人口2)を基に、人

口10万人あたりの精神病床入院受療率を算

出した。

匿名医療保険等関連情報データベース
（NDB）3) 

2013年1月から2024年5月の公費レセプ

トを含む NDB データを活用して集計され

た精神保健福祉資料を基に、全国の年次精

神病床1日平均在院患者数（付表3.3）と全

国の月次精神病床1日平均在院患者数（付

表6.1）の値を取得した。また、2023年度

の都道府県別の精神病床1日平均在院患者

数（付表3.3）と人口推計の総人口2)を基に、

人口10万人あたりの精神病床入院受療率を

算出した。

630調査3) 

2013年度から2025年度の630調査のデー

タを基に、全国の在院患者数の値を取得し

た。また、2023年度の都道府県別の在院患

者数と人口推計の総人口2)を基に、人口10
万人あたりの精神病床入院受療率を算出し

た。

患者調査4) 

2014年、2017年、2020年、2023年の患

者調査のデータを基に、全国の精神病床推

計入院患者数（全国編第21表）の値を取得

した。また、都道府県別の精神病床入院受

療率（都道府県編第41表）の値を取得した。 

調査間の比較 

本研究で比較した4つの調査の特性を表 
1に示す。病院報告およびNDBは、通年デ

ータに基づく1日平均在院患者数を示す。

一方、630調査および患者調査は、特定の1

日における患者数を示す。そのため、病院

報告および NDB では年次値において季節

変動の影響が平均化されるのに対し、630
調査および患者調査では調査日の影響を受

けうる。

また、病院報告、NDB、630調査は悉皆

的な調査であるのに対し、患者調査は標本

調査であり、抽出された医療施設の情報に

基づいて推計入院患者数および入院受療率

が公表されている。そのため、患者調査で

は標本抽出に伴う不確実性が生じうる。

さらに、各調査には把握漏れや報告内容

のばらつきなど、非標本誤差の影響も生じ

うる。病院報告では当日退院患者が含まれ

ないこと、NDB では紙レセプトや自由診

療等が含まれないこと、630調査では回答

状況や報告内容にばらつきが生じうること、

患者調査では標本調査に基づく推計過程の

影響を受けうる。

（倫理面への配慮） 

本研究は、公表されている集計情報のみ

を用いたものであり、個人を識別可能な情

報を取り扱っていないため、倫理審査の対

象には該当しないと考えられる。

C．結果 

全国の精神病床入院患者数 

全国の精神病床入院患者数の調査間比較

を図 1に示す。2023年の患者数は、病院報

告で261,078人、NDB で258,953人、630
調査で256,309人、患者調査で255,300人で

あった。4つの調査における患者数は、す

べての年次において病院報告が最も多かっ

た。

全国の月次精神病床1日平均在院患者数 

病院報告と NDB における全国の月次精

神病床1日平均在院患者数を図 2に示す。
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病院報告と NDB の差は、2013年4月には

7,852人であったが、2024年4月には595人
に縮小した。 

都道府県別の精神病床入院受療率 

2023年における病院報告を基準とした都

道府県単位の入院受療率の差分の分布を図 
3に示す。差分は、各調査の入院受療率か

ら病院報告の入院受療率を差し引いて算出

した。病院報告との差分が最も小さい調査

は NDB であった。病院報告と比較して、

患者調査の入院受療率は、徳島県（429 vs 
333）と高知県（416 vs. 325）において大

きな差が認められた（図 4）。 
D．考察 

本研究では、精神病床への入院患者数に

着目し、4つの調査間で患者数および入院

受療率を比較した。全国値では、病院報告

の患者数が最も多く、都道府県別の入院受

療率では、病院報告との差分が最も小さい

調査は NDB であった。これらの結果は、

病院報告と NDB がいずれも通年データに

基づく1日平均在院患者数を示すことと整

合的である。一方、630調査および患者調

査は特定の1日における患者数に基づくた

め、調査日の影響を受けうる。特に、患者

調査では、徳島県および高知県など一部の

都道府県において病院報告との差が大きか

った。患者調査は標本調査に基づく推計値

であり、都道府県別の入院受療率では、全

国値と比べて標本抽出に伴う不確実性の影

響を受けやすいと考えられる。 
病院報告と NDB の月次値の差は、2013

年4月の7,852人から2024年4月の595人に

縮小した。この差の縮小には、返戻レセプ

トの再請求方法の変化が関係している可能

性がある。従来、返戻レセプトの一部は紙

媒体により処理されていたが、近年、返戻

再請求のオンライン化が進められている。

オンライン請求を行う医療機関・薬局では、

令和5年4月以降の返戻再請求が原則オンラ

インで行われることとなった5)。これによ

り、NDB に収載されるレセプト情報の完

全性が改善し、病院報告との差が縮小した

可能性がある。 
これらの結果から、全国および都道府県

別の精神病床入院患者数を把握するうえで

は、病院報告が安定した基礎資料となる。

一方で、病院報告では年齢別などの詳細な

層別情報を得ることが難しい。NDB に基

づく精神保健福祉資料は、病院報告との差

が比較的小さく、かつ年齢階級別や都道府

県別の入院受療率など、より詳細な指標の

算出に利用できる可能性がある。したがっ

て、精神保健医療福祉のモニタリングにお

いて、都道府県単位で年齢別の入院受療率

等を把握する場合には、NDB の活用が有

用であると考えられる。 
  

E．結論 

精神病床への入院患者数に関する指標は、

調査間で一定の差が認められた。各調査の

特性を踏まえると、全国および都道府県別

の基礎的な患者数把握には病院報告が有用

である一方、都道府県単位で年齢別の入院

受療率等を把握する場合には、NDB の活

用が有用であると考えられる。 

  
  

F．健康危険情報 

なし 
  

G．研究発表 
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なし 
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表 1. 調査間の比較 

特性 病院報告 NDB 630調査 患者調査

調査時点 通年（1月から12月）
通年（4月から翌年3
月）

1日（6月30日） 1日（10月）

年次値における季節変動の影

響
平均化される 平均化される 調査日の影響を受けうる 調査日の影響を受けうる

標本抽出 悉皆 悉皆 悉皆 標本

主な把握漏れ・誤差要因 当日退院を含まない
紙レセプト、自由診療

を含まない

調査不参加の病院の影響

を受ける

標本抽出および推計過程に伴う不

確実性が生じうる

患者数の定義 1日平均在院患者数 1日平均在院患者数 在院患者数 推計入院患者数
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図 1. 年次別の精神病床入院患者数に関する調査間の比較 
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図 2. 月次別の精神病床1日平均在院患者数に関する調査間の比較 
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図 3. 2023年における病院報告を基準とした都道府県単位の入院受療率差分の分布 
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図 4. 2023年における病院報告を基準とした都道府県単位の入院受療率差分 
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図 4（続き）. 2023年における病院報告を基準とした都道府県単位の入院受療率差分 
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